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財政状態および経営成績の分析

業績分析

売上高

2007年3月期（2006年度）の当社グループを取り巻く環境は、

国内では、好調な企業業績を背景とする設備投資の増加や雇用環境

の改善等により堅調に推移しました。その結果、2002年2月以

降継続している景気回復局面は、これまで最長であった「いざなぎ

景気」を抜いて戦後最長となりました。海外では、米国経済が年後

半には成長鈍化の兆しが現れましたが、概ね安定した成長となり、

欧州経済も6年ぶりの高成長、アジア経済も中国、インドを中心に

好調に推移いたしました。

このような環境のもと、当社グループでは各地域での需要増に応

えるため、生産面では日本・米州・欧州・アジアの4極における生

産能力拡大に向けた設備投資、販売面では中国をはじめ各地域にお

ける販売網の整備および営業スタッフのスキルアップに向けた取り

組みの強化、国内における物流体制の整備など、生産、販売の両面

において積極的な活動を推進してきました。これらの結果、日本・

米州・欧州・アジアの各地域において増収となり、売上高は前期比

162億98百万円（10.3％）増の1,747億10百万円で、3期

連続で過去最高の売上高を達成いたしました。

地域別売上高（海外売上高ベース）

－ 日本 －

国内売上高は、前期に比べ72億68百万円（6.5％）増加し、

1,195億13百万円となりました。好調な企業業績を背景とした

高水準の設備投資や中国をはじめとした新興国における機械需要の

増加を背景に、工作機械向けが前期比7.6％増、一般機械向けが

4.2％増と堅調に推移しました。また、情報通信機器やデジタル家

電等の需要拡大に伴うエレクトロニクスメーカーの設備投資が増加

基調を維持し、エレクトロニクス向けも前期比11.5%増となり、

主力3業種全てにおいて売上高を伸ばすことができました。

－ 米州 －

米州での売上高は、前期に比べ25億42百万円（18.0％）増加

し、166億49百万円となりました。好調な個人消費に支えられ

設備投資が好調を維持する中、既存顧客への取引拡大と新規顧客の

開拓に努めました。その結果、工作機械向けが前期比17.2％増、

一般機械向けが15.6％増、エレクトロニクス向けが38.8％増と、

それぞれ大幅に売上高を伸ばすことができました。また輸送用機器

向けは下期以降調整に向かいましたが前期比6.3％の増加となり、

全般的に売上高を伸ばすことができました。
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－ 欧州 －

欧州での売上高は、前期に比べ31億45百万円（19.4％）増加

し、193億44百万円となりました。東欧における機械需要の増

加など外部環境が好調に推移する中、製販一体となった営業展開を

強化しました。その結果、主力の一般機械向けが前期比25.8％増

加したのを中心に、工作機械向けが23.2％増、エレクトロニクス

向けが27.2％増と主要3業種において大きく売上高を伸ばすこと

ができました。大手自動車メーカーとの取引拡大により、輸送用機

器向けも24.7％増となり、米州と同様に全般的に売上高を伸ばす

ことができました。

－ アジア他 －

アジア他での売上高は、前期に比べ33億41百万円（21.1％）

増加し、192億3百万円となりました。中国では北京オリンピッ

クなどの大型イベントを控えて経済が高成長を続ける中、設備投資

が拡大し、工作機械向け、一般機械向けが好調に推移しました。台

湾でも中国向けの機械需要の増加により、工作機械向け、一般機械

向けを中心に売上高を伸ばすことができました。

売上原価、売上総利益

売上高原価率は、前期の63.4％から62.7％に0.7 ポイント改善

し、売上総利益は、前期に比べ72億20百万円（12.5％）増の

651億42百万円となりました。

この主な要因としては、国内での生産性の向上や生産量増加に

よる操業度効果、アメリカの生産子会社における習熟度の向上や

生産量の増加による操業度効果が挙げられます。

販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費は、前期に比べ24億84百万円（8.1％）

増加し333億26百万円となりました。中国における販売力、生

産能力強化に向けた人員数の増加により、人件費が前期に比べ17

億71百万円（13.7％）増加しました。その他、売上高の増加に

伴う荷造運搬費などの販売物流費の増加、免震・制震装置の拡販に

向けた広告宣伝費などが増加しましたが、売上高に占める販売費及

び一般管理費の割合は、19.5％から19.1％へ0.4 ポイント改善

しています。

営業利益

前期に比べ47億35百万円（17.5％）増加の318億15百万円

となり、3期連続で過去最高を達成しました。所在地セグメント別

の営業利益としては、日本は前期に比べ 48 億 92 百万円

（19.4％）増加し、301億69百万円となりました。米州は前期

に比べ9億32百万円（71.5％）減少し、3億72百万円となり

ました。販売子会社の売上高が増加し、生産子会社の収益も改善し

ましたが、日米国税当局間での合意に基づく移転価格の調整のため

減益となりました。欧州は、前期は輸入関税の調整・遡及により

財政状態および経営成績の分析
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55百万円の営業損失でしたが、当期は販売子会社の売上高増加に

よる利益増と生産子会社における操業度効果により、営業利益は8

億14百万円となりました。アジア他では、台湾および直接販売を

開始した中国における売上高の増加などにより、営業利益は前期に

比べ3億90百万円（81.2％）増加し、8億70百万円となりま

した。

営業外収益、費用

主に円安の影響から為替差益が8億2百万円発生したことに加え、

負ののれんの償却額6億円48百万円、受取利息5億52百万円、

持分法による投資利益4億90百万円などにより、営業外収支は

31億39百万円の収入となりました。

特別利益、特別損失

特別利益は、50百万円、特別損失は固定資産の除却、売却損など

により4億82百万円となりました。

当期純利益

以上の結果から、当期純利益は、前期に比べ24億54百万円

（13.2％）増の210億38百万円となり、3期連続で過去最高を

達成しました。

財政状態

資産、負債、純資産の状況

－ 資産 －

流動資産は、前期末に比べ74億81百万円（4.2％）増加し

1,837億62百万円となりました。普通社債100億円の償還があ

りましたが、フリーキャッシュ・フローが190億49百万円とな

ったことなどから現金及び預金が増加したこと、売上高の増加に伴

い売上債権が11億13百万円増加したことなどが主な要因です。

固定資産は、前期末に比べ114億14百万円（16.8％）増加し

795億18百万円となりました。国内および中国での生産能力増

強に向けた設備投資の増加に伴い、有形固定資産が103億36百

万円増加したことが主な要因です。これらの結果、総資産は前期末

に比べ188億96百万円（7.7％）増加し2,632億80百万円と

なりました。

－ 負債 －

流動負債は、前期末に比べ18億35百万円（3.0％）増加し、

634億93百万円となりました。普通社債100億円を償還した

一方、生産量の増加に伴う仕入増により買入債務が44億45百万

円、設備投資に伴い未払金が40億21百万円、そのほか未払費用
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が10億50百万円増加したことなどが主な要因です。固定負債は

前期末に比べて21億87百万円（16.9%）減少しました。新株予約権

付社債の流動資産への振り替え、新株予約権の行使などが主な要因で

す。これらの結果、負債総額は前期末に比べ 3億 51 百万円

（0.5％）減少し、742億41百万円となりました。

－ 純資産 －

純資産は、当期純利益を210億38百万円計上したことによる利

益剰余金の増加を主な要因として、1,890億39百万円となりま

した。

キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、当期純利益が210億38

百万円、減価償却費が71億30万円となったことなどにより、

299億33百万円のキャッシュインとなりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に国内外における生産

能力増強のための固定資産の取得による支出などにより、108億

84百万円のキャッシュアウトとなりました。

この結果、フリーキャッシュ・フローは190億49百万円とな

りました。

財務キャッシュ・フローは、社債の償還による支出100億円、

配当金の支払い37億13百万円などにより、138億39百万円の

キャッシュアウトとなりました。

これらの結果、当期末の現金及び現金同等物の残高は、前期末に

比べて56億46百万円増加し、919億53百万円となりました。

財政状態および経営成績の分析
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リスク要因

当社グループの経営成績および財政状態等に影響を及ぼす可能性の

あるリスクや不確定な要因は以下のようなものがありますが、これ

らに限定されるものではありません。なお、本項に含まれる将来に

関する事項につきましては、2007年6月18日現在において、当

社グループが判断したものです。

LMシステムヘの依存体質について

当社グループは、LMガイド（直線運動案内）を中心とするLMシ

ステムの製造販売を主たる事業としており、売上高の大部分をLM

システムの販売に依存し、今後しばらくは、こうした状況が続くこ

とが予測されます。しかしながら、予想し難い技術革新によって、

当社製品が機械要素部品たる地位を失うに至った場合には、当社グ

ループの経営成績と財政状態が悪影響を受けるおそれがあります。

特定産業界における生産動向の変化から受ける影響に

ついて

当社グループは、LMガイド、ボールねじ等の機械要素部品を製造

販売しており、一般機械や半導体製造装置をはじめとする産業用機

器メーカーが主要ユーザーです。当社グループでは、海外展開およ

び新規分野の展開によりユーザー層の量的および質的拡大に努めて

いますが、現状では、当社グループの業績は基盤となる顧客である

一般機械や半導体製造装置等の産業界における生産動向に影響を受

けています。将来においても、当社グループの経営成績および財政

状態が、特定の産業界における生産落ち込みによって悪影響を受け

るおそれがあります。ただし、これらの産業界の生産動向は、現状

においては、グローバルレベルで同じ動きを示さず、各国の経済状

況によって左右されていると考えています。

海外事業の拡張について

当社グループは、米州、欧州、アジア他に製造・販売拠点を有して

いますが、当社グループの製品を製造・販売している各国の景気後

退や、それに伴う当社製品需要の縮小、あるいは海外各国における

予期せぬ法規制等の変更により、当社グループの経営成績と財政状

態が悪影響を受けるおそれがあります。

為替レートの変動について

当社グループは、事業の一部を外貨建てで行っており、先物為替予

約等によって為替リスクヘッジに努めています。しかしながら、為

替レートに予期しない大きな変動が生じた場合、当社グループの経

営成績と財政状態が悪影響を受けるおそれがあります。

特定供給元への依存について

当社グループは、原材料・部品の一部をグループ外の供給元から調

達しています。その特性により供給元が限定される場合があり、供

給元の生産能力や不慮の事故などにより、原材料・部品の不足が生

じ、生産活動が悪影響を受けるおそれがあります。

品質不適合の発生について

当社グループの製品は、工作機械、産業用ロボット、液晶製造ライ

ン、半導体製造装置など先進メカトロニクス機器の高精度化・省力

化・高速化を必要とする産業分野に多く採用されていますが、当社

製品の用途の拡大に伴い、人々の生活に密接な関係を持った自動車、

高層ビル向けなどの免震・制震装置、医療用機器、アミューズメン

ト機器、航空機産業などにも、幅広く採用されるようになりました。

当社グループは、上記を考慮し、あらゆる市場に適合する高い品

質保証体制の構築を目指していますが、一部の市場での不適合が発

生した場合、多大な費用の発生や社会的信用等の低下により経営成

績および財政状態が悪影響を受けるおそれがあります。
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